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～企業版ふるさと納税の御紹介～

株式会社 RCG

【物納】を活用し地方自治体の財源確保に貢献！
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企業版ふるさと納税 （地方創生応援税制）について
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≪ 重要な注意点 ≫

税額控除9割が適用するのは、税引前利益の１％～1.5％ 程度です。

税引前利益に対し10％程度の寄付を実行すると、税額控除は7割程度にさがります。
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「企業版ふるさと納税」の３つの大きなメリット！

地方公共団体が掲げる「まち・ひと・しごと創生計画」に対し寄付をして

法人関係税の税額控除 を受けることができる制度です。

本店所在地へ納める法人関係税の一部を地方自治体の活動に寄付することで、

使用用途が明確になり寄付した地域の活動に関心が持てます。

寄付をきっかけに、新しい地域への販路開拓や既存ビジネスの拡大が期待できます。

SDGsや ESG 活動と直結しており、企業価値向上の新しい手段の一つです。

社会貢献活動は世界的に企業の使命になりつつあります。

IRの観点から企業版ふるさと納税の寄付行為をESGの取組み事例として

統合報告書で紹介することも可能です。

全額損金計上でき、さらに税額控除が受けられます。

寄付額に対し約９割の税の軽減効果が可能です。

≪寄付先の自治体との関係構築のメリット≫

• 自治体との良好な関係を構築することで、関連事業や新規ビジネスの切っ掛け作りが出来る。

• 寄付をした まち（自治体）に 企業PRができ、ファンを作る切っ掛け作りができる。

※制度上、寄付企業への寄付先自治体からの経済的な見返りは禁止されております。
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企業版ふるさと納税の新しいルール【 物納 】で寄付

≪ 物納を利用した販路拡大の取組 ≫ 内閣府の資料から抜粋

2022年11月14日に改定された企業版ふるさと納税のルールに物納による寄付が認められました。
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企業版ふるさと納税を実行した企業のメリット
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企業版ふるさと納税 概略図
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法人税がどのように使用されるかについて、高い関心を持って調べている企業は非常に少ないですが、

企業版ふるさと納税として地方創生に寄与する為に、法人税の一部（極僅か）を納税先の移行と考え

納付することで、使用目的が明確になり地方自治体との良好な関係構築に繋がります。

また、法人税の納付が自社サービスを自治体に直接PRする切っ掛けになることが、企業版ふるさと納税

のメリットでもあり、制度の有効活用で既存ビジネスの更なる発展も期待できます。
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≪ 物納企業のメリット ≫
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• 企業版ふるさと納税の節税メリットを享受できる。

• 地域再生計画に積極的に取組む姿勢が、企業イメージupに繋がりIRやリクルートに影響大！
※統合報告書にも記載ができる内容であり、SDGs目標にも合致する。

• 自治体との関係構築で、永続的な取引の可能性が期待でき、既存業務の拡大の一助となる。

• 企業版ふるさと納税の周知により地域住民へ宣伝効果が期待できファンを作ることができる。

• 紺綬褒章授与の推薦を受けることができる。（1,000万円以上の寄付が対象）

≪ 地方自治体の経済的なメリット ≫

• 自治体が購入を検討している商品を物納することで、自治体は購入予定金額を他の住民サービスなどに転
用することが可能になり、住みやすいまちづくりの貢献に繋がります。

• 購入予定商品を選択する際に、商品検討・相見積もり・稟議書作成など煩雑な事務作業の工数削減がで
きます。

企業版ふるさと納税で地域活性化に協力



© 2020 RCG Corp. 7

地方自治体が物納を受けたい商品一覧 （ 人気商品の一例です ）

商品名：ダイキン業務用エアコン

天井埋込カセット形 ・天井自在形・天井吊形・壁掛形 の４機種のシリーズ

商品価格帯：864,000円～3,597,800円（税別）

自治体庁舎 ・ 児童会館 ・ 小中学校 ・消防署 ・ 公民館などに設置

商品名：業務用電力削減機器レイバイリフレッシャー

空調機器の電力削減に特化した機器

商品価格帯：1,200,000円（税別）

自治体庁舎 ・ 児童会館 ・ 小中学校 ・消防署 ・ 公民館などに設置

商品名：災害用備蓄品 【 防災の着替え 】

災害による避難者に対し提供される衣類で清潔な環境を提供する。

商品価格帯：5,000円（税別）

自治体庁舎での保管・ 指定避難所での保管

自社の環境課題対策目標に活用できます。１台あたりの年間CO₂削減量：5.4ｔ
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≪ 物納企業の経済的なメリット ≫
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RCGの独自サービスで、物納企業は軽減効果以外のメリットが生まれる。

・ 物納する商品を御購入時に RCG-SDGsポイントを付与します。

・ 仮に 1,000,000円の商品を購入した場合、 30％（300,000円相当）のポイント付与。

ココが
スゴイ!

※企業版ふるさと納税は、税の軽減効果は９割の為、１割は企業側の実質負担になり
ます。 RCG-SDGsポイントは、３割に相当するポイントを付与することで、企業様の実質
負担の軽減に取組み企業版ふるさと納税の促進に取組んでいます。

≪ RCG SDGsポイントの活用方法 ≫

・社有車を購入する費用に使用できます。

・社内の備品購入に使用できます。

・社員旅行の旅行費用に使用できます。

・企業の広告宣伝費に使用できます。

・社員へのカタログギフトにも使用できます。

・RCGが企業の在庫をポイント分購入することも可能です。

メリット

企業負担１割 < ３割のポイント付与！
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RCG SDGsポイントの活用例

RCG SDGｓポイントを消耗品費に使用することで、
毎期支払っていた消耗品購入費用が軽減されます。
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≪ 損益計算書の見え方 ≫
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企業版ふるさと納税を実行した場合の損益計算書について

ステークホルダーにとって、
当期純利益が増えることは
喜ばしいことであり、企業価
値向上にも繋がる本取組
はメリットが大きいと判断さ
れる可能性が高く、賛同を
えられやすい。

ポイント③

ポイント①

SDGｓポイントは1年間
の保有期間がありますので、
翌期に使用することも可能
です。

ポイント②

SDGsポイント 30万円分を消耗品費へ

SDGｓポイントを使用す
る決算期と物納する決算期
が同一期の場合に図示の
ような損益計算書の見え方
になります。
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参考資料：株式会社RCGについて

会 社 名 ：株式会社 RCG

本社所在地：東京都中央区日本橋本石町３丁目3－5 三友常盤橋ビル８階

設 立 ：2019年10月1日 資 本 金 ：5 億 8,715万円（資本準備金含む）

たくさんの連携企業と一緒に地域創成に取組んでいます。
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企業版ふるさと納税での物納事例 （栗原市・鶴岡市・志布志市提供資料）
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企業版ふるさと納税での物納事例（大河原町・女川町・西川町 提供資料）



© 2020 RCG Corp. 14

企業版ふるさと納税での物納事例 （能登町・東北町 提供資料）
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企業版ふるさと納税での物納事例 （甲府市 提供資料）
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参考資料：企業版ふるさと納税での物納事例
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参考資料：企業版ふるさと納税での物納事例
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BANKER’S企業版ふるさと納税を切っ掛けにした継続的な地域支援

【 RCG 地域共創フォーラム Innovators 】 
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